	【目指すまちの姿】

	ボランティア・NPOなどの市民活動が活発に行われている。

	【市の施策】

	ボランティア・NPOの自律的な活動を促進する
⇒ボランティア・NPOなどの自発的な市民活動を促進する

	《変更理由：などの自発的な市民活動》
市民活動は生涯学習などの趣味のサークルから、法人格を持ち公共の担い手として活動する公益非営利団体、コミュニティ・ビジネス、ソーシャルビジネスなど課題解決のためにビジネスの手法を使った営利団体まで多様であり、ボランティア・NPO限定である合理的な説明がつかないため、などの自発的な市民活動へ変更する。

《変更理由：自律的なの削除》
本来市民活動は自発的にはじまり、自律的に運営され、自立的に発展する。自律的である事のみを記入するよりも、その前段階である 自発的な を書く方が、よりわかりやすい。

	【市の基本方針】

	多様な市民活動が活発に行われ、市民公益が豊かな地域づくりのために、以下を基本方針の３本の柱とします。
１，
市民の自発的な問題解決行動を促進するために、
市民活動をはじめやすい環境づくりを進めます。

２、
地域課題に事業で取り組み、協働を担える基盤を持つ団体を増やすために、
市民活動を発展させやすいサポート体制づくりを進めます。

３、
倉敷市協働の指針―市民参加による協働のまちづくり―を推進するために、
市民・市民公益活動団体が活躍できる行政の体制整備を進めます。

	《変更理由》
基本方針は具体的な施策や事業よりも、目指すまちの姿を具体化した大まかな方向性である事が望ましい。後述の現状と課題を大まかに対象で分類すると、１、市民・住民などの個人、２，市民活動団体、３，行政組織・制度の３つに分かれるため、それぞれに対しての大まかな方向性として以上の３つにまとめた。

１，市民・住民については、市民活動をはじめやすい環境づくりを方針とした。ボランティア活動の少なさや行政依存体質からの脱却など、ひとりひとりの市民の意識と行動の変化が求められる。これらは市民活動＝自発的な問題解決行動をはじめる事に集約されるからだ。
２，市民活動団体については、市民活動を発展させやすいサポート体制づくりを方針とした。これまでの施策の成果として小さなサークルや団体の活動は十分見られる一方で、公益活動を担う団体や、組織基盤のしっかりした協働の担い手となる団体の数と質が不足しているからだ。

３，行政組織・制度については、市民・市民公益活動団体が活躍できる行政の体制整備を方針とした。自発的な問題解決行動による「新しい公共」づくりを進めるためには、組織的・制度的な体制のリストラクチャリングと再整備が不可欠だからだ。


	【現状と課題】

	●地方分権の進展とともに，自己決定，自己責任の理念のもと，地方自治体の自主性と自立が強く求められており，市民が主体となってまちづくりに関わっていくことが大変重要になってきています。こうした中で，地域福祉や環境，防犯，防災など，様々な分野において，積極的に課題解決のための活動を行う町内会などの地縁組織とともに，専門性の高い活動に取り組むボランティアやNPOなどの役割が大変重要になってきています。
	時代背景と倉敷市の現状概要
地方分権の進展とともに，市民が主体となってまちづくりに関わっていくことが大変重要になってきています。これまでも町内会などの地縁組織※や、ボランティア・NPO、事業者など民間の主体が多様な分野において公共的な仕事を担ってきましたが、行政がやっていることだけを公共と呼ぶ「古い公共観」が根強く残っている事も否めません。
一方で、ボランティア、国際交流、男女共同参画など特定分野別に行ってきた支援の成果もあり、多くの市民活動団体が活動しています。これらの市民をはじめとした民間による自発的な「新しい公共」へ取り組みと行政による「制度化された公共」が対等に連携していく「新しい公共観」による地域づくりが必要です。

	●倉敷市においても，市民，自治会，ボランティア団体，NPO法人などの市民公益活動団体が持つ豊かな創造性や知識を活かしながら，主体的に地域課題に取り組む活動が市内でも見られるようになりました。
	

	《変更理由》
地方分権の進展などは時代背景として理解できるが、市民活動の推進については本筋ではない。むしろ、これまでも行われてきた民間による公共的な仕事を公共領域に取り込み、行政による制度化された公共との連携や協働を進める事で、より豊かな地域福祉の実現を目指す事が時代背景としてはより重要であると考えた。

	●市民アンケートによるとボランティア活動を行っている市民の割合は，増加傾向にあるものの3割弱にとどまっています。
	現状と課題1、市民
・
市民活動が地域に役立っていると思っている人は69％あり一定の認知を受けている一方で、市民活動の経験が無い人が70％となっており、※1市民活動に参加する事はまだまだ一般的ではありません。市民活動を行ったことがない理由は「きっかけや機会がない」が53.4％と最も多く，市民が市民活動に参加するきっかけや機会づくりが大きな課題となっています。

	《変更理由》
ボランティア活動を行っている市民の割合は現象面のひとつであり、本質は市民の意識と行動のギャップをどう乗り越えるか？＝市民活動をおこなうきっかけや機会の提供であると考えた。
※１　市民活動に関する市民意識調査報告（平成19年2月調査）より

	・また，人口1万人当たりのNPO法人数は，中核市の中で，下位にあります。さらに，NPOの運営・財政基盤が脆弱であり，人材の育成や，組織力の向上が必要となっています。


	現状と課題２，市民活動団体

・
倉敷市では多くの市民活動団体がありますが、年間支出額が100万円未満の団体が70％で、小さなサークルや団体が多い現状となっています。※2　また、人口1万人当たりのNPO法人数は，中核市の中で下位にあり、事業・活動で地域課題の解決に取り組む団体がまだまだ少ない現状があり、地域課題に取り組む公益活動の実践を増やす事が課題となっています。
・
また、地域課題に取り組み、活動や事業が大きくなり始める年間支出額50万円以上300万円未満の団体では人材、資金、情報、物資などの資源調達に苦労している現状があり、地域資源の仲介システムの開発や適切なサポートの提供による組織基盤の強化が課題です。

	《変更理由》
市民活動団体については、これまでの生涯学習系やボランティアサークルなどについては施策が効果を上げており、活動を進める上で困っていない傾向がある。市民活動団体の中でも、公益活動や地域課題に取り組み、事業・組織の規模が拡大していく団体への適切なサポートによる組織基盤の整備・強化が大きな課題となっている。
※市民活動団体の現状把握と必要なサポート検討のためのアンケート調査報告書より

	●倉敷市では，平成20年に協働についての基本的な考え方や方向性を示す「協働の指針」を策定するとともに，市民活動を活性化し，ネットワークづくりを促進する場として「市民活動センター」を設置しました。さらに，シニア世代のボランティア活動，地域活動への参加促進や市民活動団体の運営のスキルアップを図るための人材育成に取り組んでいます

※地縁組織：自治会，町内会，コミュニティ協議会，老人会，婦人会，青年団，子ども会や消防団や愛育委員会，栄養改善委員会，交通安全母の会などのような解決課題別に組織されていても地縁性や支部性の高い地縁機能体の両者を総称する。
	現状と課題３，行政組織・制度
・
倉敷市では，平成20年に協働についての基本的な考え方や方向性を示す「協働の指針」を策定しました。その実現のためには協働推進のための推進組織を設置し、ルールやアクションプラン等の検討、また市民活動促進のための具体的なプランの策定や、市民活動促進条例の検討、行政サービスへの参入機会を提供するしくみづくりなど行政組織・制度の見直しや整理を市民参加・協働で進めていく事が課題となっています。

	《変更理由》
協働の指針は市政の大きな方針であり、その実現のために必要な事＝課題として協働の指針の内容や、行政改革、制度設計についての記述とした方が適切だと考えた。また協働の指針と現在行っている事業を列挙する事は適切ではないと考えた。（概念のレベルが違いすぎるため）






































